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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第87期中 第88期中 第89期中 第87期 第88期 

会計期間 

平成17年 
４月１日から 

平成17年 
９月30日まで 

平成18年 
４月１日から 

平成18年 
９月30日まで 

平成19年 
４月１日から 

平成19年 
９月30日まで 

平成17年 
４月１日から 

平成18年 
３月31日まで 

平成18年 
４月１日から 

平成19年 
３月31日まで 

（1）連結経営指標等          

売上高（百万円） 144,880 165,984 171,470 296,440 336,410 

経常利益（百万円） 24,353 40,850 42,488 49,380 81,425 

中間（当期）純利益（百万

円） 
6,598 21,325 21,181 3,231 40,358 

純資産額（百万円） 230,182 253,998 298,430 231,004 276,555 

総資産額（百万円） 527,911 500,133 542,689 486,016 519,707 

１株当たり純資産額（円） 721.60 782.17 614.98 723.87 852.83 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
20.68 66.87 44.29 9.71 126.55 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 43.6 49.9 54.2 47.5 52.3 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
41,471 36,935 34,977 71,311 107,784 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△20,445 △40,485 △39,270 △56,515 △95,959 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△4,386 △3,869 △3,721 △29,759 △9,432 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
116,506 73,915 79,580 86,321 85,391 

従業員数（名） 7,369 6,239 6,296 6,452 6,215 
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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第88期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号）を適用していま

す。 

４．当社は、平成19年４月１日付（第89期中）をもって普通株式１株につき１．５株の割合で株式分割を実施し

ました。 

回次 第87期中 第88期中 第89期中 第87期 第88期 

会計期間 

平成17年 
４月１日から 

平成17年 
９月30日まで 

平成18年 
４月１日から 

平成18年 
９月30日まで 

平成19年 
４月１日から 

平成19年 
９月30日まで 

平成17年 
４月１日から 

平成18年 
３月31日まで 

平成18年 
４月１日から 

平成19年 
３月31日まで 

（2）提出会社の経営指標等          

売上高（百万円） 114,320 132,876 147,289 231,573 267,398 

経常利益（百万円） 26,351 40,049 44,196 57,022 76,270 

中間（当期）純利益（百万

円） 
9,782 24,497 25,882 10,598 41,950 

資本金（百万円） 18,385 18,385 18,385 18,385 18,385 

発行済株式総数（千株） 319,544 319,544 479,316 319,544 319,544 

純資産額（百万円） 179,956 203,245 243,142 181,509 219,891 

総資産額（百万円） 427,346 440,637 475,019 420,594 452,884 

１株当たり純資産額（円） 564.14 637.31 508.41 568.79 689.57 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
30.66 76.81 54.12 32.92 131.54 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 4.00 5.00 4.00 9.00 11.00 

自己資本比率（％） 42.1 46.1 51.2 43.2 48.6 

従業員数（名） 2,072 1,984 1,967 2,008 1,949 
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２【事業の内容】 

当社グループ（当社及び子会社並びに関連会社）の事業は「ガラス事業」と「その他」に区分できますが、全セ

グメントに占めるガラス事業の割合が９０％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してい

ます。このため、ガラス事業について「情報・通信関連部門」と「その他部門」の２つの「部門」に区分して記載

しています。 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、平成19年９月21日開催の当社取締役会において、前連結会計年度末に特定子会社に該当していたP.T.ニッ

ポン・エレクトリック・グラス・インドネシアを解散することを決議しました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員です。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員です。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別
セグメント 

部門 従業員数（名） 

ガラス事業 

情報・通信関連部門 4,979 

その他部門 1,205 

ガラス事業計 6,184 

その他 － 30 

管理部門 82 

合計 6,296 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 1,967 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におきましては、世界経済は、米国で住宅市場の調整による景気減速への懸念が広がりま

したが、アジアで景気が拡大し、欧州も堅調な状況が続いたことから、全体として概ね良好な環境下で推移しま

した。 

 このような中、日本経済は、原油や素材価格が高騰し、個人消費も力強さに欠ける状況にあって、当中間連結

会計期間後半には米国のサブプライムローン問題を発端にして急速に円高が進みましたが、堅調な輸出を背景に

輸出関連企業などで収益改善が見られ、設備投資も底堅く推移するなど、全般的には回復基調が持続しました。 

 当社グループ（当社及び連結子会社）のコア事業であるディスプレイ用ガラス分野では、薄型テレビ市場の成

長を背景として薄型パネルディスプレイ（ＦＰＤ）用ガラスの需要が拡大しました。一方、ブラウン管（ＣＲ

Ｔ）用ガラスは厳しい事業環境が続きました。 

当中間連結会計期間の業績は、売上高１，７１４億７０百万円（前年同期比３．３％増）、営業利益４３６億

８５百万円（同１．７％増）、経常利益４２４億８８百万円（同４．０％増）、中間純利益２１１億８１百万円

（同０．７％減）となりました。 

売上高は、ＦＰＤ用ガラスなどの販売拡大により情報・通信関連部門の売上が増加し、ガラスファイバの販売

増加に支えられその他部門の売上も前年同期を上回りました。 

 損益面では、製品価格の下落をはじめ原燃料価格の上昇、減価償却費ほかの費用増加、ＣＲＴ用ガラスの収益

悪化などが圧迫要因となりましたが、ＦＰＤ用ガラスの販売増や主要設備の生産性改善などが寄与し、営業利

益、経常利益ともに前年同期を上回りました。一方で、主として、清算中の英国旧子会社に係る投資有価証券清

算益、ＣＲＴ用ガラス生産設備及びインドネシア子会社解散に係る減損損失などが発生しました。この結果、中

間純利益は前年同期並みに止まりました。 

     当社グループの主事業であるガラス事業の業績及び当該事業の部門別の業績は次のとおりです。 

 ガラス事業の売上高は１，７０８億１７百万円（前年同期比３．４％増）、営業利益は４３６億４８百万円

（同１．６％増）となりました。 

（情報・通信関連部門） 

ディスプレイ用ガラスについては、ＦＰＤ用ガラスは、薄型テレビ市場の拡大が続く中、ＰＤＰ用基板ガラス

や液晶バックライト用ガラスが価格下落などの影響を受けましたが、液晶用基板ガラスが牽引役となり販売を伸

ばしました。 

ＣＲＴ用ガラスは、厳しい市況と当社の事業縮小が相まって販売は引き続き減少しました。このような中、マ

レーシア、中国両子会社の同ガラス生産設備について減損損失を計上したほか、本年７月にマレーシア子会社の

生産設備１基を休止し、また９月にインドネシア子会社の解散を決定しました。これらの結果、ディスプレイ用

ガラスの売上高は１，３１４億４７百万円（同３．５％増）となりました。 

電子部品用ガラスは、デジタルカメラや携帯電話向けにイメージセンサ用ガラスが好調な販売を続けたことな

どから売上高は８０億８１百万円（同９．５％増）となりました。 

これらの結果、情報・通信関連部門の売上高は１，３９５億２８百万円（同３．９％増）、営業利益は３９４

億３７百万円（同５．５％増）となりました。 

（その他部門） 

ガラスファイバは、自動車部品向け高機能樹脂強化用途の需要拡大を背景に販売は前年同期を上回り、売上高

は１３９億７１百万円（同１３．５％増）となりました。なお、このような状況に対応してマレーシア子会社内

にガラスファイバ生産設備を増設し本年７月より稼働させました。 

建築・耐熱・照明薬事用その他については、建築基準法改正に伴う工事認可遅れの影響などから建築用ガラス

の販売が減少したほか、全般的に販売が伸び悩み、売上高は１７３億１８百万円（同６．９％減）となりまし

た。 

これらの結果、その他部門の売上高は３１２億８９百万円（同１．２％増）、営業利益は４２億１０百万円

（同２４．７％減）となりました。 
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所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 

 ［日本］ 

ＦＰＤ用ガラスなどの販売増加により、売上高は１，５０２億４百万円（前年同期比１０．６％増）となり

ました。またこの販売増加に加えて主要設備の生産性改善などが寄与し、営業利益は４４５億６２百万円（同

８．４％増）となりました。 

 ［アジア］ 

 主として、厳しい市況と事業の縮小によりＣＲＴ用ガラスの販売が減少したのに対し、韓国、台湾における

液晶用基板ガラス需要の拡大を背景に現地加工子会社の販売が増加したことなどにより、売上高は９９３億２

３百万円（同２３．６％増）となりましたが、利益面ではＣＲＴ用ガラスの赤字を全てカバーするまでには至

らず、５０百万円の営業損失（前年同期は７億１８百万円の営業利益）を計上しました。 

 ［その他の地域］ 

 米国販売子会社を中心に、売上高１５億１７百万円（前年同期比２２．１％減）、営業利益８４百万円（同

８８．２％増）を計上しました。 

 （注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去前の数値です。 

 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 (2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より５８億１１百万

円減少し、７９５億８０百万円となりました。 

 ［営業活動によるキャッシュ・フロー］ 

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前年同期と比べ１９億５７百万円減の３４９億７７百万

円となりました。これは主に税金等調整前中間純利益の増加の一方、減損損失の減少、仕入債務の減少などに

よるものです。 

 ［投資活動によるキャッシュ・フロー］ 

投資活動に使用したキャッシュ・フローは、前年同期と比べ１２億１４百万円減の３９２億７０百万円とな

りました。これは主にＦＰＤ用ガラス及びガラスファイバの生産拡充を中心とする固定資産の取得によるもの

です。 

 ［財務活動によるキャッシュ・フロー］ 

 財務活動に使用したキャッシュ・フローは、前年同期と比べ１億４７百万円減の３７億２１百万円となりま

した。これは主に長期借入れによる収入、短期借入金の減少によるものです。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を部門ごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．生産金額は、平均販売価額により算出しています。 

２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値です。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

基本的に見込み生産を行っています。なお、当中間連結会計期間において特記すべき事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を部門ごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値です。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間において総販売実績に対し100分の10以上の販売実績のある相

手先は下記のとおりです。 

なお、当中間連結会計期間における松下電器産業㈱向けの売上高は、総販売実績に占める割合

が100分の10未満であったため記載を省略しています。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグ
メント 

部門 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ガラス事業 

情報・通信関連部門 138,974 102.3 

その他部門 31,770 107.3 

合計 170,744 103.2 

事業の種類別
セグメント 

部門 項目 金額（百万円） 前年同期比（％）

ガラス事業 

情報・通信関連部門 

ディスプレイ用ガラス 131,447 103.5 

電子部品用ガラス 8,081 109.5 

計 139,528 103.9 

その他部門 

ガラスファイバ 13,971 113.5 

建築・耐熱・照明薬事用その他 17,306 93.0 

計 31,277 101.2 

ガラス事業計 170,805 103.4 

その他 － 665 90.4 

合計 171,470 103.3 

相手先 

前中間連結会計期間 
（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

ＬＧフィリップスＬＣＤ㈱ 30,291 18.2 38,903 22.7 

松下電器産業㈱ 18,741 11.3 － － 
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３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

 なお、当社の株式会社の支配に関する基本方針は以下のとおりです。 

 (1)当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の

確保・向上に資する者が望ましいと考えております。もっとも、上場会社として当社株式の自由な売買が行わ

れている以上、会社を支配する者の在り方は、最終的に当社株主の皆さまの判断に委ねられるべきものと考え

ております。 

 しかしながら、当社株式の大規模な買付行為等（以下、大規模買付行為という）の中には、株主に株式の売

却を事実上強制する恐れのあるものや株主が買付の条件等について検討するための十分な時間や情報を提供し

ないもの等、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するものもあります。このような大規模買付行為を行う

者（以下、大規模買付者という）は、例外的に、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当で

ないと考えています。 

 (2)当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み 

 当社の売上の大部分は、特定の限られた顧客との取引に依存しており、これら顧客との緊密な取引関係を重

視した経営と事業活動を行わなければ、継続して企業価値を高めることはできません。 

 また、半世紀を越えて蓄積した特殊ガラス・ハイテクガラスに関する専門知識・技術・ノウハウ、取引先と

の強固な関係、信頼に基づく良好な労使関係も、当社の重要な経営資源です。当社では、これらの経営資源の

蓄積を最大限活用しつつ、 

○ 顧客の新たなニーズを早期にキャッチし、研究開発・製造・営業各部門が連携する当社独自の開発体制

をもとに保有する要素技術を応用・援用し、短期間に顧客の求める新製品を開発・供給すること 

○ 事業環境の変化に的確に対応しつつ、ＦＰＤ関連など成長分野に重点的に経営資源を投入すること 

○ 常に技術レベルの向上に努め、より効率的な生産・供給体制を築き、収益性を高めること 

○ 特殊ガラス・ハイテクガラス素材をベースに複合技術を強化・拡充し、機能商品分野へと事業を展開す

ること 

 により、より長期的な視点から企業価値の増大に努めることとしております。 

(3)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取り組み 

 当社では次のような大規模買付ルールを定めています。 

 大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者から当社取締役会に対して必要かつ十分な情報が提供され、当

社取締役会による当該大規模買付行為に対する一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為が開始されるべ

きである、というものです。 

 大規模買付ルールが遵守されなかった場合や、遵守されている場合でも当社に回復しがたい損害を与えるな

ど当該大規模買付行為が株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合は、対抗措置として新株予約権の無

償割当を行うことがあります。 

 大規模買付ルールの概要は、次のとおりです。 

ａ．大規模買付ルール遵守表明書の提出（大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、取締役

会宛に大規模買付ルールに従う旨の表明書を提出していただきます。） 

ｂ．大規模買付情報の提供（大規模買付ルール遵守表明書を受領後、大規模買付情報のリストを大規模買付

者に交付し、当該リストに記載の情報を提供していただきます。当該情報は、取締役会が適切と判断す

る時点で、その全部又は一部を公表します。） 

ｃ．取締役会による評価検討（取締役会は、大規模買付行為の評価検討の難易度に応じて、大規模買付情報

の提供が完了した後、60日間又は90日間を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案

のための期間として与えられるものとします。取締役会は、適宜必要に応じて外部専門家等の助言を得

ながら、取締役会としての意見を取りまとめ、公表します。また、取締役会が必要と判断した場合、株

主の皆さまへ代替案を提示することもあります。大規模買付行為は、この取締役会評価期間の経過後に

のみ開始されるべきものとします。） 
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(4)上記(2)(3)の取り組みが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主の共同の利益を損なうものでなく、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないこと 

 (2)(3)の取り組みは、合理的な範囲で利用されるように、以下の仕組みを備えています。 

ａ．経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のた

めの買収防衛策に関する指針」の三原則を充足していること 

ｂ．大規模買付行為が適切なものであるか否かを株主の皆さまが判断するために必要な情報や時間を確保し

たり、株主の皆さまの為に交渉を行うことなどを可能とすることで、株主共同の利益の確保・向上の目

的をもって導入されていること 

ｃ．本大規模買付ルールに係る対応方針の導入を株主総会においてご承認をいただいたこと、また、本対応

方針の有効期間を３年間と設定していることなど、株主の皆さまの意向が反映される仕組みにしてお

り、株主意思を重視するものであること 

ｄ．取締役会の恣意的な対抗措置の発動を排除するため、本対応方針の運営に際しての実質的な判断を客観

的に行う機関として特別委員会を設置することで、独立性の高い社外者の判断を重視していること 

ｅ．本対応方針においては、大規模買付行為に対する対抗措置は合理的かつ詳細な客観的要件が充足されな

ければ発動されないように設計されており、取締役会による恣意的な発動を防止する為の仕組みを確保

していること 

ｆ．特別委員会は、当社の費用で、弁護士、公認会計士など独立した第三者の助言を受けることができ、特

別委員会による判断の公正さ、客観性がより強く担保される仕組みとなっていること 

ｇ．本対応方針は、株主総会で廃止することができるものとされており、いわゆるデッドハンド型の買収防

衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではないこと

 なお、本対応方針の詳細は、当社ホームページ（平成18年５月９日付開示資料「当社株式の大規模買付行為に関

する対応方針（買収防衛策）について」（http://www.neg.co.jp/））をご覧ください。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）はハイテクガラスの創造を基本理念とし、社会や産業界のニーズに応える新

たなガラス材料及び製品の開発、ガラスの溶解、成形、加工にわたる生産技術の開発・改良を対象に積極的な研究開

発活動を行っています。このうち基礎的研究開発については主として当社のスタッフ機能部門（技術部、研究部、開

発部等）が、応用的研究開発については主として当社のライン部門（各事業部・室）が担当しています。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は２１億３百万円となりました。これは、基礎的研究開発として６億５９

百万円を使用したほか、情報・通信関連部門においてＦＰＤ用ガラスや光関連ガラス・電子デバイス用ガラスの製品

開発、生産技術及び成膜技術の開発・改良を中心に１２億７２百万円を、その他部門において１億７１百万円を使用

したものです。 

 なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備に重要な異動はありま

せん。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等について、重要な変更はありま

せん。 

(2）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等について、完了したもの

は、次のとおりです。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりです。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社滋賀高月事業場及び若狭上中事業場における当該新設設備の完成により、ＦＰＤ用基板ガラスの生産能

力が約10％増加する見込みです。 

会社名及び事業所名 部門 設備の内容 
完成金額 

（百万円） 
完成年月 

日本電気硝子㈱ 

滋賀高月事業場 

若狭上中事業場 

 （ガラス事業） 

情報・通信関連部門 
 情報・通信関連ガラス製造設備 4,028 平成19年４月～９月 

ニッポン・エレクトリック・

グラス・マレーシアSdn.Bhd. 

 （ガラス事業） 

その他部門 
 その他ガラス製造設備 4,901 平成19年６月 

台湾電気硝子股份有限公司 
 （ガラス事業） 

情報・通信関連部門 
 情報・通信関連ガラス製造設備 3,597 平成19年６月 

会社名及び事業所名 部門 設備の内容 

投資予定額 
資金調達方
法 

着手年月 完成予定年月 
総額 

（百万円）
既支払額 

（百万円）

日本電気硝子㈱ 

滋賀高月事業場 

若狭上中事業場 

 （ガラス事業） 

情報・通信関連

部門 

情報・通信関連ガ

ラス製造設備 
50,000 18,929 自己資金 平成19年４月 

平成19年10月

～平成20年５

月 

2007/12/18 12:08:30日本電気硝子株式会社/半期報告書/2007-09-30



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）普通株式１株につき1.5株の割合をもって株式分割を行ったことによるものです。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,200,000,000 

計 1,200,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 479,316,234 479,316,234 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 479,316,234 479,316,234 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年４月１日 

(注) 
159,772,078 479,316,234 － 18,385 － 20,115 
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(5）【大株主の状況】 

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）

の持株数55,780千株は、日本電気株式会社が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであり、その

議決権は日本電気株式会社が実質的に保有しています。なお、日本電気株式会社は、上記退職給付信託分及

び同社子会社２社の保有分とあわせて当社株式を合計121,072千株（うち間接保有分56,243千株）、発行済株

式総数に対する所有株式数の割合にして25.26％（うち間接保有分11.73％）保有しています。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 64,828 13.53 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（住友信託銀行再

信託分・日本電気株式会社退職

給付信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 55,780 11.64 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 22,344 4.66 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行） 

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯＮ Ｍ

ＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ ０２１０１ 

Ｕ．Ｓ．Ａ． 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

22,303 4.65 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 21,822 4.55 

ニプロ株式会社 大阪府大阪市北区本庄西三丁目９番３号 17,824 3.72 

バンクオブニユーヨークジーシ

ーエムクライアントアカウント

ジエイピーアールデイアイエス

ジーエフイーーエイシー 

（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行） 

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ ＣＯＵＲＴ １

３３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤ

ＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ ＵＮＩＴＥＤ Ｋ

ＩＮＧＤＯＭ 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

9,360 1.95 

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌエイ ロンドン 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行） 

ＷＯＯＬＧＡＴＥ ＨＯＵＳＥ．ＣＯＬＥＭ

ＡＮ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ２

Ｐ ２ＨＤ．ＥＮＧＬＡＮＤ 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

8,270 1.73 

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１番38号 8,089 1.69 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 7,312 1.53 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー

５０５１０３ 

（常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行） 

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯＮ Ｍ

ＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ ０２１０１ 

Ｕ．Ｓ．Ａ． 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

7,109 1.48 

計 － 245,045 51.12 
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２．フィデリティ投信株式会社から平成19年７月23日付の変更報告書（大量保有報告書の変更報告書）の写しが

当社に送付され、平成19年７月13日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として

当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりま

せん。 

なお、当該変更報告書の内容は以下のとおりです。 

３．キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー及び共同保有者４社から平成19年８月22日付

の変更報告書（大量保有報告書の変更報告書）の写しが当社に送付され、平成19年８月15日現在で以下の株

式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確

認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、当該変更報告書の内容は以下のとおりです。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 39,925 8.33 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

キャピタル・リサーチ・アン

ド・マネージメント・カンパニ

ー 

３３３ Ｓｏｕｔｈ Ｈｏｐｅ Ｓｔｒｅｅ

ｔ，Ｌｏｓ Ａｎｇｅｌｅｓ，ＣＡ ９００

７１，Ｕ．Ｓ．Ａ． 

6,750 1.41 

キャピタル・ガーディアン・ト

ラスト・カンパニー 

３３３ Ｓｏｕｔｈ Ｈｏｐｅ Ｓｔｒｅｅ

ｔ，Ｌｏｓ Ａｎｇｅｌｅｓ，Ｃａｌｉｆｏ

ｒｎｉａ，Ｕ．Ｓ．Ａ． 

12,472 2.60 

キャピタル・インターナショナ

ル・リミテッド 

４０ Ｇｒｏｓｖｅｎｏｒ Ｐｌａｃｅ，Ｌ

ｏｎｄｏｎ ＳＷ１Ｘ ７ＧＧ，Ｅｎｇｌａ

ｎｄ 

950 0.20 

キャピタル・インターナショナ

ル・インク 

１１１００ Ｓａｎｔａ Ｍｏｎｉｃａ Ｂ

ｏｕｌｅｖａｒｄ，１５ｔｈ Ｆｌ．，Ｌｏ

ｓ Ａｎｇｅｌｅｓ，ＣＡ ９００２５，

Ｕ．Ｓ．Ａ． 

3,211 0.67 

キャピタル・インターナショナ

ル・エス・エイ 

３ Ｐｌａｃｅ ｄｅｓ Ｂｅｒｇｕｅｓ，

１２０１ Ｇｅｎｅｖａ，Ｓｗｉｔｚｅｒｌ

ａｎｄ 

463 0.10 

計 － 23,847 4.98 
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(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株含まれています。なお、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個を含めておりません。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員及び役職の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 

（自己保有株式） 

1,076,000 

（相互保有株式） 

60,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 476,122,000 476,114 － 

単元未満株式 普通株式 2,058,234 － － 

発行済株式総数 479,316,234 － － 

総株主の議決権 － 476,114 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 

日本電気硝子株式会社 

滋賀県大津市晴嵐二

丁目７番１号 
1,076,000 － 1,076,000 0.22 

（相互保有株式） 

サンゴバン・ティーエム

株式会社 

東京都千代田区麹町

三丁目７ 
60,000 － 60,000 0.01 

計 － 1,136,000 － 1,136,000 0.24 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,185 2,030 2,180 2,350 1,974 1,910 

最低（円） 2,020 1,811 1,876 1,824 1,554 1,513 
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第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」といいます。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しています。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」といいます。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しています。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けています。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     73,915     79,580     85,391  

２．受取手形及び売
掛金     79,404     79,878     72,890  

３．たな卸資産     38,526     40,135     39,773  

４．その他     12,557     14,270     11,291  

５．貸倒引当金     △516     △720     △626  

流動資産合計     203,888 40.8   213,145 39.3   208,719 40.2 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1) 建物及び構築
物   37,147     39,279     39,440    

(2) 機械装置及び
運搬具 

※２ 176,533     196,445     194,600    

(3) 建設仮勘定   26,413     46,177     21,839    

(4) その他 ※２ 18,835 258,930   17,787 299,690   18,803 274,683  

２．無形固定資産     1,060     820     888  

３．投資その他の資
産                    

(1) 投資有価証券   23,339     20,531     24,082    

(2) その他   13,105     8,698     11,525    

(3) 貸倒引当金   △190 36,254   △197 29,032   △190 35,417  

固定資産合計     296,244 59.2   329,543 60.7   310,988 59.8 

資産合計     500,133 100   542,689 100   519,707 100 
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前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金     45,190     46,520     47,302  

２．短期借入金     73,744     70,528     72,315  

３．１年以内に償還予
定の社債     －     20,000     20,000  

４．未払金     47,707     33,164     30,748  

５．その他の引当金     50     355     629  

６．その他     12,852     27,251     27,311  

流動負債合計     179,543 35.9   197,820 36.4   198,308 38.2 

                     

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     40,000     20,000     20,000  

２．長期借入金     6,378     4,420     3,980  

３．特別修繕引当金     12,958     18,062     14,869  

４．その他の引当金     2,647     1,687     1,652  

５．その他     4,606     2,268     4,339  

固定負債合計     66,591 13.3   46,439 8.6   44,842 8.6 

負債合計     246,134 49.2   244,259 45.0   243,151 46.8 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     18,385 3.7   18,385 3.4   18,385 3.5 

２．資本剰余金     20,125 4.0   20,138 3.7   20,129 3.9 

３．利益剰余金     208,523 41.7   245,229 45.2   225,961 43.5 

４．自己株式     △717 △0.1   △981 △0.2   △805 △0.2 

株主資本合計     246,316 49.3   282,772 52.1   263,671 50.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     6,099 1.2   6,419 1.2   6,969 1.3 

２．為替換算調整勘定     △2,974 △0.6   4,914 0.9   1,309 0.3 

評価・換算差額等合
計 

    3,124 0.6   11,333 2.1   8,279 1.6 

Ⅲ 少数株主持分     4,556 0.9   4,323 0.8   4,605 0.9 

純資産合計     253,998 50.8   298,430 55.0   276,555 53.2 

負債純資産合計     500,133 100   542,689 100   519,707 100 
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②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     165,984 100   171,470 100   336,410 100 

Ⅱ 売上原価     110,457 66.5   115,526 67.4   225,213 67.0 

売上総利益     55,527 33.5   55,944 32.6   111,196 33.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   12,560 7.6   12,258 7.1   26,611 7.9 

営業利益     42,967 25.9   43,685 25.5   84,585 25.1 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   365     221     652    

２．為替差益   193     522     323    

３．その他   784 1,342 0.8 803 1,548 0.9 2,067 3,043 0.9 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   710     652     1,390    

２．固定資産除却損 ※２ 855     599     1,191    

３．たな卸資産評価損   523     419     744    

４．仕損品損失   391     －     1,119    

５．その他   979 3,460 2.1 1,075 2,745 1.6 1,757 6,202 1.8 

経常利益     40,850 24.6   42,488 24.8   81,425 24.2 

Ⅵ 特別利益                    

１．前期損益修正益 ※３ 705     －     708    

２．投資有価証券売却
益   315     368     316    

３．投資有価証券清算
益 

※４ －     2,065     －    

４．その他   － 1,020 0.6 － 2,433 1.4 10 1,035 0.3 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損 ※５ 411     1,061     999    

２．減損損失 ※６ 11,613     4,230     15,088    

３．その他   899 12,924 7.8 222 5,514 3.2 2,998 19,086 5.7 

税金等調整前中間
（当期）純利益     28,946 17.4   39,406 23.0   63,375 18.8 

法人税、住民税及
び事業税   2,025     16,438     17,596    

過年度法人税等   △1,443     －     △1,443    

法人税等調整額   7,102 7,684 4.6 2,334 18,773 10.9 7,135 23,288 6.9 

少数株主損失     △64 △0.0   △548 △0.3   △271 △0.1 

中間(当期)純利益     21,325 12.8   21,181 12.4   40,358 12.0 
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③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 18,385 20,123 185,672 △647 223,535 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 （注） － － △1,594 － △1,594 

取締役賞与 （注） － － △132 － △132 

中間純利益 － － 21,325 － 21,325 

自己株式の取得 － － － △71 △71 

自己株式の処分 － 1 － 1 2 

中国会計基準による減少額 － － △0 － △0 

連結範囲の変更による増加額 － － 3,251 － 3,251 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 1 22,850 △70 22,781 

平成18年９月30日 残高（百万円） 18,385 20,125 208,523 △717 246,316 

項目 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 7,098 371 7,469 4,359 235,364 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 （注） － － － － △1,594 

取締役賞与 （注） － － － － △132 

中間純利益 － － － － 21,325 

自己株式の取得 － － － － △71 

自己株式の処分 － － － － 2 

中国会計基準による減少額 － － － － △0 

連結範囲の変更による増加額 － － － － 3,251 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

△999 △3,345 △4,344 196 △4,147 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△999 △3,345 △4,344 196 18,633 

平成18年９月30日 残高（百万円） 6,099 △2,974 3,124 4,556 253,998 
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当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで） 

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 18,385 20,129 225,961 △805 263,671 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － △1,913 － △1,913 

中間純利益 － － 21,181 － 21,181 

自己株式の取得 － － － △184 △184 

自己株式の処分 － 9 － 8 17 

中国会計基準による減少額 － － △0 － △0 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 9 19,268 △176 19,101 

平成19年９月30日 残高（百万円） 18,385 20,138 245,229 △981 282,772 

項目 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 6,969 1,309 8,279 4,605 276,555 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － － － △1,913 

中間純利益 － － － － 21,181 

自己株式の取得 － － － － △184 

自己株式の処分 － － － － 17 

中国会計基準による減少額 － － － － △0 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

△550 3,605 3,054 △281 2,772 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△550 3,605 3,054 △281 21,874 

平成19年９月30日 残高（百万円） 6,419 4,914 11,333 4,323 298,430 
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 18,385 20,123 185,672 △647 223,535 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 （注） － － △1,594 － △1,594 

剰余金の配当 － － △1,594 － △1,594 

取締役賞与 （注） － － △132 － △132 

当期純利益 － － 40,358 － 40,358 

自己株式の取得 － － － △162 △162 

自己株式の処分 － 6 － 4 10 

中国会計基準による減少額 － － △0 － △0 

連結範囲の変更による増加額 － － 3,251 － 3,251 

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 6 40,288 △158 40,136 

平成19年３月31日 残高（百万円） 18,385 20,129 225,961 △805 263,671 

項目 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 7,098 371 7,469 4,359 235,364 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 （注） － － － － △1,594 

剰余金の配当 － － － － △1,594 

取締役賞与 （注） － － － － △132 

当期純利益 － － － － 40,358 

自己株式の取得 － － － － △162 

自己株式の処分 － － － － 10 

中国会計基準による減少額 － － － － △0 

連結範囲の変更による増加額 － － － － 3,251 

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

△128 938 810 245 1,055 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△128 938 810 245 41,191 

平成19年３月31日 残高（百万円） 6,969 1,309 8,279 4,605 276,555 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで）

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

１．税金等調整前中間
（当期）純利益 

  28,946 39,406 63,375 

２．減価償却費   15,341 17,169 38,041 

３．減損損失   11,613 4,230 15,088 

４．固定資産除却損   874 1,098 1,086 

５．投資有価証券清算益   － △2,065 － 

６．特別修繕引当金の増
加額 

  1,672 3,192 3,583 

７．受取利息及び受取配
当金 

  △447 △329 △1,602 

８．支払利息   710 652 1,390 

９．売上債権の増加額   △9,358 △5,573 △1,145 

10．たな卸資産の減少額   2,409 196 1,915 

11．仕入債務の増加額又
は減少額（△） 

  7,055 △2,530 7,419 

12．その他   △6,210 △4,155 △4,429 

小計   52,606 51,292 124,723 

13．利息及び配当金の受
取額 

  454 324 1,594 

14．利息の支払額   △648 △613 △1,309 

15．法人税等の支払額   △15,476 △16,025 △17,224 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  36,935 34,977 107,784 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

１．定期預金の純増加額   △61 △69 △125 

２．有価証券の取得によ
る支出 

  △857 △1,094 △964 

３．有価証券の売却によ
る収入 

  599 500 601 

４．固定資産の取得によ
る支出 

  △44,608 △42,677 △100,430 

５．固定資産の売却によ
る収入 

  4,410 － 4,576 

６．投資有価証券清算に
よる収入 

  － 3,870 － 

７．貸付金の純減少額   32 － 36 
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前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで）

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

８．その他   － 200 347 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △40,485 △39,270 △95,959 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

１．短期借入金の純増加
額又は純減少額
（△） 

  1,720 △852 1,683 

２．長期借入れによる収
入 

  － 1,742 － 

３．長期借入金の返済に
よる支出 

  △4,053 △2,397 △8,203 

４．少数株主からの出資
払込による収入 

  127 193 451 

５．少数株主への出資払
戻しによる支出 

  － △105 △21 

６．配当金の支払額   △1,593 △1,912 △3,188 

７．少数株主への配当金
の支払額 

  － △222 △1 

８．その他   △69 △167 △152 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △3,869 △3,721 △9,432 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  788 2,203 2,452 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額又は減少額(△) 

  △6,630 △5,811 4,844 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  86,321 85,391 86,321 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及
び現金同等物の減少額 

  △5,774 － △5,774 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  73,915 79,580 85,391 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数    22社 

 主要な連結子会社名 

ニッポン・エレクトリック・グ

ラス・マレーシアSdn.Bhd.、 

P.T.ニッポン・エレクトリッ

ク・グラス・インドネシア、福

建電気硝子有限公司、日本電気

硝子（韓国）㈱、台湾電気硝子

股份有限公司、坡州電気硝子㈱ 

 なお、新規設立の電気硝子

（上海）広電有限公司を連結の

範囲に加えました。 

 また、ニッポン・エレクトリ

ック・グラス・UK Limitedは平

成18年６月に清算人が任命さ

れ、有効な支配従属関係がなく

なったことにより連結の範囲か

ら除外し損益計算書のみ連結し

ています。 

 ニッポン・エレクトリック・

グラス・オハイオInc.及びニッ

ポン・エレクトリック・グラ

ス・メキシコS.A.de C.V.は、

それぞれ連結総資産、連結売上

高、連結中間純利益及び連結利

益剰余金に及ぼす影響が軽微で

あり、重要性がないため、当中

間連結会計期間より連結の範囲

から除外しています。 

 以上により当中間連結会計期

間において連結子会社の数が２

社減少しています。 

(1)連結子会社の数    22社 

 主要な連結子会社名 

ニッポン・エレクトリック・グ

ラス・マレーシアSdn.Bhd.、 

福建電気硝子有限公司、日本電

気硝子（韓国）㈱、台湾電気硝

子股份有限公司、坡州電気硝子

㈱ 

(1)連結子会社の数    22社 

 主要な連結子会社名 

ニッポン・エレクトリック・グ

ラス・マレーシアSdn.Bhd.、P.

T.ニッポン・エレクトリック・

グラス・インドネシア、福建電

気硝子有限公司、日本電気硝子

（韓国）㈱、台湾電気硝子股份

有限公司、坡州電気硝子㈱ 

 なお、新規設立の電気硝子

（上海）広電有限公司を連結の

範囲に加えました。 

 ニッポン・エレクトリック・

グラス・オハイオInc.及びニッ

ポン・エレクトリック・グラ

ス・メキシコS.A.de C.V.は、そ

れぞれ連結総資産、連結売上

高、連結当期純損益及び連結利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、重要性がないため、当

連結会計年度より連結の範囲か

ら除外しています。 

 また、ニッポン・エレクトリ

ック・グラス・UK Limitedは、

平成18年６月に清算人が任命さ

れ、有効な支配従属関係がなく

なったことにより当中間連結会

計期間末に連結の範囲から除外

し中間損益計算書のみ連結して

います。 

 以上により当連結会計年度に

おいて連結子会社の数が２社減

少しています。 

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

 ニッポン・エレクトリック・

グラス・オハイオInc.及びニッ

ポン・エレクトリック・グラ

ス・メキシコS.A.de C.V. 

  

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰余

金等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除外

しています。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

同左 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 ニッポン・エレクトリック・

グラス・オハイオInc.及びニッ

ポン・エレクトリック・グラ

ス・メキシコS.A.de C.V. 

 （連結の範囲から除外した理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余

金等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外して

います。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社の数 

 持分法適用の非連結子会社及

び関連会社はありません。 

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社の数 

同左 

(1）持分法適用の非連結子会社及

び関連会社の数  

同左 

  (2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社（サンゴ

バン・ティーエム㈱ほか）はそ

れぞれ中間連結純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用

から除外しています。 

(2）        同左 (2）持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社（サンゴ

バン・ティーエム㈱ほか）はそ

れぞれ連結当期純損益及び連結

利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用

から除外しています。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち、在外連結子

会社（ニッポン・エレクトリッ

ク・グラス・マレーシアSdn.Bhd.

ほか９社）の中間決算日は６月30

日です。中間連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っていま

す。 

同左  連結子会社のうち、在外連結子

会社（ニッポン・エレクトリッ

ク・グラス・マレーシアSdn.Bhd.

ほか９社）の決算日は12月31日で

す。連結財務諸表の作成にあたっ

ては同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っています。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

・製品 

 主として先入先出法及び移

動平均法による低価法を採用

しています。 

③ たな卸資産 

・製品 

 主として移動平均法による

低価法を採用しています。 

③ たな卸資産 

・製品 

同左 

  ・その他 

 主として先入先出法及び移

動平均法による原価法を採用

していますが、在外連結子会

社は先入先出法または移動平

均法による低価法を採用して

います。 

・その他 

 主として移動平均法による

原価法を採用しています。ま

た、在外連結子会社は主とし

て移動平均法による低価法を

採用しています。 

・その他 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社

は、定率法を採用しています

が、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法

を採用しています。また、従

来定額法を採用していた在外

連結子会社の連結除外に伴

い、在外連結子会社は主とし

て定率法を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりです。 

機械装置及び運搬具 

９～14年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社

は、定率法を採用しています

が、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法

を採用しています。また、在

外連結子会社は主として定率

法を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりです。 

機械装置及び運搬具 

９～13年 

（会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社

は、平成19年度の法人税法改

正に伴い、当中間連結会計期

間より、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更

しています。 

 この変更により、従来と同

様の方法によった場合と比較

して、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益が

それぞれ199百万円減少して

います。 

 なお、セグメント情報に与

える影響については、当該箇

所に記載しています。 

（追加情報） 

 当社及び国内連結子会社

は、平成19年度の法人税法改

正に伴い、当中間連結会計期

間より、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産に

ついて、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法により

取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度

より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間

で均等償却し、減価償却費に

含めて計上しています。 

 この変更により、従来と同

様の方法によった場合と比較

して、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益が

それぞれ251百万円減少して

います。 

 また、セグメント情報に与

える影響については、当該箇

所に記載しています。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社

は、定率法を採用しています

が、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法

を採用しています。従来定額

法を採用していた会社の連結

除外に伴い、在外連結子会社

は主として定率法を採用して

います。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりです。 

機械装置及び運搬具 

９～13年 

（追加情報） 

 情報・通信関連部門におけ

る製造設備の一部について、

耐用年数の見直しを行い、当

連結会計年度から耐用年数を

短縮しました。これは当社製

品を使用した最終製品の市場

での競争が激化し、当社の製

造設備について経済的耐用年

数が実質的に短くなっている

と認められたことによるもの

です。また、同製造設備につ

いて、過年度分の臨時償却を

行いました。 

 これらの変更により、従来

と同様の方法によった場合と

比較して、減価償却費が4,004

百万円増加し、営業利益及び

経常利益は1,838百万円、税金

等調整前当期純利益は3,622百

万円それぞれ減少していま

す。 

 なお、セグメント情報に与

える影響については、当該箇

所に記載しています。 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、主として一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しています。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ─────  ─────  ② 投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損

失に備えるため、純資産価額

等を勘案して必要と認められ

る額を計上しています。 

  ② 製品補償損失引当金 

 当社製品の一部について発

生した今後必要と見込まれる

補償費用の支出に備えるた

め、対象製品の出荷数に基づ

き算定した発生予測金額を計

上しています。 

② 製品補償損失引当金 

同左 

③ 製品補償損失引当金 

同左 

  ③ 役員賞与引当金 

 取締役賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当中

間連結会計期間に負担すべき

金額を計上しています。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ています。この変更による中

間連結財務諸表に与える影響

は軽微です。 

③ 役員賞与引当金 

 取締役賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当中

間連結会計期間に負担すべき

金額を計上しています。 

④ 役員賞与引当金 

 取締役賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計

上しています。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用してい

ます。この変更による連結財

務諸表に与える影響は軽微で

す。 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、主として当中間連結会

計期間末における退職給付債

務の金額を計上しています。 

 なお、対象となる従業員が

少なく、退職給付の重要性が

乏しいため、退職給付債務の

金額は、簡便法（当中間連結

会計期間末自己都合要支給

額）によっています。 

④ 退職給付引当金 

同左 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、主として当連結会計年

度末における退職給付債務の

金額を計上しています。 

 なお、対象となる従業員が

少なく、退職給付の重要性が

乏しいため、退職給付債務の

金額は、簡便法（当連結会計

年度末自己都合要支給額）に

よっています。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当

中間連結会計期間末要支給額

を計上しています。 

 ただし、当社においては、

平成16年６月に役員退職慰労

金制度を廃止したため、平成

16年７月以降については追加

計上しておりません。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑥ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計

上しています。 

 ただし、当社においては、

平成16年６月に役員退職慰労

金制度を廃止したため、平成

16年７月以降については追加

計上しておりません。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

  ⑥ 特別修繕引当金 

 ガラス溶解炉の定期的な大

規模修繕に備えるため、次回

修繕に要する見積修繕金額を

次回修繕までの期間を基準と

して配分しています。 

⑥ 特別修繕引当金 

同左 

⑦ 特別修繕引当金 

同左 

  (4)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。な

お、在外連結子会社の資産及び

負債は、中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計

上しています。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。 

 なお、在外連結子会社の資産

及び負債は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計

上しています。 

  (5)重要なリース取引の処理方法 

 当社及び国内連結子会社は、

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ていますが、在外連結子会社は

通常の売買取引に準じた会計処

理によっています。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

通貨スワップ取引について

は、振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を採用

しています。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段   ヘッジ対象 

通貨スワップ

取引 

  主として長期貸

付金 

同左 同左 

  ③ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する

連結各社の規程等に基づくほ

か、当社の経営会議での決定

により、将来の為替相場の変

動によるリスクをできるだけ

回避する目的で為替予約等取

引を利用しています。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性の評価方法 

 通貨スワップ取引について

は振当処理を行っているため

有効性の判定を省略していま

す。 

④ ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

④ ヘッジ有効性の評価方法 

同左 

 

2007/12/18 12:08:30日本電気硝子株式会社/半期報告書/2007-09-30



項目 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい

ます。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び流動

性が高く、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する短

期的な投資としています。 

同左 同左 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してい

ます。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は249,441百万円です。 

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しています。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用していま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は271,950百万円です。 

なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しています。 

2007/12/18 12:08:30日本電気硝子株式会社/半期報告書/2007-09-30



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

（中間連結貸借対照表） （中間連結損益計算書） 

「建設仮勘定」について 

 前中間連結会計期間において、有形固定資産の「そ

の他」に含めて表示していた「建設仮勘定」は資産の

総額の100分の５を超えたため、当中間連結会計期間

において区分掲記しています。なお、前中間連結会計

期間における「建設仮勘定」は11,238百万円です。 

「仕損品損失」について 

 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「仕損品

損失」は営業外費用の総額の100分の10以下となった

ため、当中間連結会計期間より、営業外費用の「その

他」に含めて表示しています。なお、当中間連結会計

期間における「仕損品損失」は265百万円です。 

「退職給付引当金」及び「役員退職慰労引当金」につい   

て  （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、それぞれ区分掲記し 「固定資産の売却による収入」について 

ていた「退職給付引当金」及び「役員退職慰労引当

金」は金額的重要性が乏しくなったため、当中間連結

会計期間より固定負債の「その他の引当金」に含めて

表示しています。なお、当中間連結会計期間における

「退職給付引当金」及び「役員退職慰労引当金」はそ

れぞれ、1,272百万円、346百万円です。 

 

 前中間連結会計期間まで投資活動によるキャッシ

ュ・フローにおいて区分掲記していた「固定資産の売

却による収入」は金額的重要性が乏しくなったため、

当中間連結会計期間において投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しています。な

お、当中間連結会計期間における「固定資産の売却に

よる収入」は０百万円です。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 「貸付金の純減少額」について 

「還付法人税等の受取額」について 

 前中間連結会計期間まで営業活動によるキャッシ

ュ・フローにおいて区分掲記していた「還付法人税等

の受取額」は僅少となったため、当中間連結会計期間

において営業活動によるキャッシュ・フローの「法人

税等の支払額」に含めて表示しています。なお、当中

間連結会計期間における「還付法人税等の受取額」は 

10百万円です。 

  前中間連結会計期間まで投資活動によるキャッシ 

ュ・フローにおいて区分掲記していた「貸付金の純減

少額」は金額的重要性が乏しくなったため、当中間連

結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しています。なお、当中

間連結会計期間における「貸付金の純減少額」は５百

万円です。 

「少数株主への配当金の支払額」について 

   前中間連結会計期間まで財務活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示していた「少数

株主への配当金の支払額」は金額的重要性が増したた

め、当中間連結会計期間において区分掲記していま

す。なお、前中間連結会計期間における「少数株主へ

の配当金の支払額」は１百万円です。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 276,966百万円        298,482百万円        293,707百万円 

※２．圧縮記帳  過年度に取得価額から直接控

除した国庫補助金等による圧縮

記帳額は、有形固定資産の「そ

の他」（土地）842百万円並び

に機械装置及び運搬具34百万円

です。 

同左 同左 

 ３．偶発債務 

（１)保証債務 

     

当社従業員 1,657百万円 1,451百万円      1,513百万円 

（従業員の住宅建設資金等借

入金に対する保証） 

     

（２)その他の偶発債務  当中間連結会計期間におい

て、当社はニッポン・エレクト

リック・グラス・UK Limitedの

法的清算にあたり、清算人等に

対し次の事項について補償を行

うことの保証状を差し入れてい

ます。 

（１）清算人等が清算に関連し

て負う責任、費用等 

（２）清算人の報酬 

 なお、補償の総額は、保証状

差し入れ後当社が同社から受け

取る金額及びこれに対する利息

を超えません。 

 当社はニッポン・エレクトリ

ック・グラス・UK Limitedの法

的清算にあたり、清算人等に対

し次の事項について補償を行う

ことの保証状を差し入れていま

す。 

（１）清算人等が清算に関連し

て負う責任、費用等 

（２）清算人の報酬 

 なお、補償の総額は、保証状

差し入れ後当社が同社から受け

取る金額及びこれに対する利息

を超えません。 

同左 

 ４．受取手形割引高 受取手形割引高 56百万円 受取手形割引高 100百万円 受取手形割引高    86百万円

項目 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

荷造運賃 4,617百万円

給与手当 2,147百万円

荷造運賃 4,044百万円

給与手当 2,036百万円

荷造運賃 9,298百万円

給与手当 4,244百万円

技術研究費 3,352百万円

※２．固定資産除却損  主に機械装置の通常の更新に

よるものです。 

同左 同左 

※３．前期損益修正益の内訳 特別修繕引当金

戻入額 
146百万円

貸倒引当金戻入

額 
338百万円

事業整理損失戻

入益 
220百万円

────── 特別修繕引当金

戻入額 
146百万円

貸倒引当金戻入

額 
342百万円

事業整理損失戻

入益 
220百万円

※４．投資有価証券清算益 ──────  英国旧子会社であるニッポ

ン・エレクトリック・グラス・ 

UK Limitedの清算によるもので

す。 

────── 

※５．固定資産除却損  主にガラス溶解炉の新設に伴

う建物の除却によるものです。 

 主に国内のＣＲＴ用ガラス製

造設備の撤去に伴う建物の除却

によるものです。 

 主にガラス溶解炉の新設に伴

う建物の除却によるものです。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

※６．減損損失  当中間連結会計期間におい

て、当社グループは、以下の資

産グループについて減損損失を

計上しました。 

 当社グループは減損損失を把

握するにあたっては、原則とし

て継続的に収支の把握を行って

いる管理区分に基づき、資産の

グループ化を行っています。ま

た、重要な遊休資産については

個別物件ごとに資産のグループ

化を行っています。 

 当社グループにおけるＣＲＴ

用ガラスについては、前連結会

計年度からの著しい市場環境の

悪化が続き、採算性の改善が見

込めないことから、上記ＣＲＴ

用ガラス製造設備グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しました。 

 なお、上記減損損失の内訳は

機械装置及び運搬具（9,159百万

円）、その他（2,453百万円）で

す。 

 また、回収可能価額は主とし

て使用価値により測定してお

り、使用価値の算定にあたって

の割引率は主に６％を使用して

います。 

用途 場所 種類 

ＣＲＴ用
ガラス製
造設備 

マレーシ
ア他 
  

機械装置
及び運搬
具、その
他 

 当中間連結会計期間におい

て、当社グループは、以下の資

産グループについて減損損失を

計上しました。 

 当社グループは減損損失を把

握するにあたっては、原則とし

て継続的に収支の把握を行って

いる管理区分に基づき、資産の

グループ化を行っています。ま

た、重要な遊休資産については

個別物件ごとに資産のグループ

化を行っています。 

 当社グループにおけるＣＲＴ

用ガラスについては、さらに著

しい市場環境の悪化により、採

算性の改善が見込めないことか

ら、上記ＣＲＴ用ガラス製造設

備グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計

上しました。 

 なお、上記減損損失の内訳は

機械装置及び運搬具（3,048百万

円）、その他（1,182百万円）で

す。 

 また、回収可能価額は主とし

て使用価値により測定してお

り、使用価値の算定にあたって

の割引率は主に12％を使用して

います。 

用途 場所 種類 

ＣＲＴ用
ガラス製
造設備 

中華人民
共和国他

機械装置
及び運搬
具、その
他 

 当連結会計年度において、当

社グループは、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上し

ました。 

 当社グループは減損損失を把

握するにあたっては、原則とし

て継続的に収支の把握を行って

いる管理区分に基づき、資産の

グループ化を行っています。ま

た、重要な遊休資産については

個別物件ごとに資産のグループ

化を行っています。 

 当社グループにおけるＣＲＴ

用ガラスについては、前連結会

計年度からの著しい市場環境の

悪化が続き、採算性の改善が見

込めないことから、上記ＣＲＴ

用ガラス製造設備グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しました。 

 なお、上記減損損失の内訳は

機械装置及び運搬具（11,405百

万円）、その他（3,682百万円）

です。 

 また、回収可能価額は主とし

て使用価値により測定してお

り、使用価値の算定にあたって

の割引率は主に６％を使用して

います。 

用途 場所 種類 

ＣＲＴ用
ガラス製
造設備 

マレーシ
ア 
中華人民
共和国 

機械装置
及び運搬
具、その
他 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）（１）普通株式の自己株式の株式数の増加27,731株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

（２）普通株式の自己株式の株式数の減少1,128株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 319,544,156 － － 319,544,156 

合計 319,544,156 － － 319,544,156 

自己株式        

普通株式（注１，２） 606,461 27,731 1,128 633,064 

合計 606,461 27,731 1,128 633,064 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,594 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月25日 

取締役会 
普通株式 1,594 利益剰余金 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月５日
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当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）（１）普通株式の発行済株式の株式数の増加159,772,078株は、平成19年４月１日付の株式分割（普通株式１

株を１．５株に分割）によるものです。 

（２）普通株式の自己株式の株式数の増加421,943株のうち、331,976株は上記の株式分割による増加であ

り、89,967株は単元未満株式の買取りによる増加です。 

（３）普通株式の自己株式の株式数の減少9,354株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となる

もの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期
間増加株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間減少株式数 

（株） 

当中間連結会計期
間末株式数 

（株） 

発行済株式（注１）        

普通株式 319,544,156 159,772,078 － 479,316,234 

合計 319,544,156 159,772,078 － 479,316,234 

自己株式        

普通株式（注２，３） 663,952 421,943 9,354 1,076,541 

合計 663,952 421,943 9,354 1,076,541 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,913 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年10月24日 

取締役会 
普通株式 1,912 利益剰余金 4.00 平成19年９月30日 平成19年11月30日
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前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）（１）普通株式の自己株式の株式数の増加61,673株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

（２）普通株式の自己株式の株式数の減少4,182株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 319,544,156 － － 319,544,156 

合計 319,544,156 － － 319,544,156 

自己株式        

普通株式（注１，２） 606,461 61,673 4,182 663,952 

合計 606,461 61,673 4,182 663,952 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,594 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年10月25日 

取締役会 
普通株式 1,594 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月５日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

取締役会 
普通株式 1,913 利益剰余金 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
（平成18年４月１日から 

平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成19年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 73,915百万円

現金及び現金同等物 73,915百万円

現金及び預金勘定 79,580百万円

現金及び現金同等物 79,580百万円

現金及び預金勘定       85,391百万円

現金及び現金同等物       85,391百万円
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（平成18年４月１日から 

平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借手側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借手側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

（借手側） 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

   

機械装置

及び運搬

具 

 

有形固定資

産の「その

他」 

  合計 

    百万円   百万円   百万円 

取得価額

相当額 
  66   606   672 

減価償却

累計額相

当額 

  36   331   368 

中間期末

残高相当

額 

  30   274   304 

   

機械装置

及び運搬

具 

 

有形固定資

産の「その

他」 

  合計 

    百万円   百万円   百万円 

取得価額

相当額 
  90   403   493 

減価償却

累計額相

当額 

  43   191   234 

中間期末

残高相当

額 

  46   212   258 

   

機械装置

及び運搬

具 

 

有形固定資

産の「その

他」 

  合計 

    百万円   百万円   百万円 

取得価額

相当額 
  68   643   712 

減価償却

累計額相

当額 

  37   393   431 

期末残高

相当額 
  31   250   281 

②未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

②未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 151百万円

１年超 185百万円

合計 336百万円

１年内 99百万円

１年超 163百万円

合計 263百万円

１年内 130百万円

１年超 184百万円

合計 314百万円

③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 76百万円

減価償却費相当額 72百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 81百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 159百万円

減価償却費相当額 150百万円

支払利息相当額 7百万円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっていま

す。 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっています。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 
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前中間連結会計期間 
（平成18年４月１日から 

平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

（貸手側） （貸手側） （貸手側） 

①未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

①未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

①未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7百万円

１年超 12百万円

合計 19百万円

１年内 9百万円

１年超 14百万円

合計 23百万円

１年内 9百万円

１年超 18百万円

合計 28百万円

（注）このうち、転貸リース取引に係る貸

手側の未経過リース料の残高は19百万円

（うち１年内は7百万円）です。 

 なお、借手側の未経過リース料の残高は

概ね同額であり、借手側の未経過リース料

中間期末残高相当額に含まれています。 

（注）上記はすべて転貸リース取引に係る

貸手側の未経過リース料中間期末残高相当

額です。 

 なお、借手側の未経過リース料の残高は

概ね同額であり、借手側の未経過リース料

中間期末残高相当額に含まれています。 

（注）上記はすべて転貸リース取引に係る

貸手側の未経過リース料期末残高相当額で

す。 

 なお、借手側の未経過リース料の残高は

概ね同額であり、借手側の未経過リース料

期末残高相当額に含まれています。 

②受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 

───── ───── 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0百万円

受取利息相当額 0百万円

   

③利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によって

います。 

───── ───── 

２．オペレーティング・リース取引 

（借手側） 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

（借手側） 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

（借手側） 

未経過リース料 

１年内 144百万円

１年超 899百万円

合計 1,043百万円

１年内 264百万円

１年超 1,021百万円

合計 1,286百万円

１年内 187百万円

１年超 1,024百万円

合計 1,211百万円

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券について６百万円の減損処理を行っています。 

なお、中間期末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には全て減損処理を行うこととしてい

ます。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券について０百万円の減損処理を行っています。 

なお、中間期末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には全て減損処理を行うこととしてい

ます。 

    取得原価  
中間連結貸借 
対照表計上額 

  差額 

    （百万円）  （百万円）  （百万円）
  (1)株式     7,207   17,440   10,233  

  (2)債券                

  国債・地方債等     ―   ―   ―  

  社債     ―   ―   ―  

  その他     ―   ―   ―  

  (3)その他     ―   ―   ―  

  合計     7,207   17,440   10,233  

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

    （百万円）       

(1)子会社及び関連会社株式   2,672        

(2)その他有価証券            

非上場株式 3,226        

    取得原価  
中間連結貸借 
対照表計上額 

  差額 

    （百万円）  （百万円）  （百万円）
  (1)株式     8,276   18,706   10,429  

  (2)債券                

  国債・地方債等     ―   ―   ―  

  社債     ―   ―   ―  

  その他     ―   ―   ―  

  (3)その他     ―   ―   ―  

  合計     8,276   18,706   10,429  

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

    （百万円）       

(1)子会社及び関連会社株式   1,812        

(2)その他有価証券            

非上場株式 13        

2007/12/18 12:08:30日本電気硝子株式会社/半期報告書/2007-09-30



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券について６百万円の減損処理を行っています。 

なお、期末における時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合には全て減損処理を行っています。 

    取得原価  
連結貸借 

対照表計上額 
  差額 

    （百万円）  （百万円）  （百万円）
  (1)株式     7,313   18,561   11,247  

  (2)債券                

  国債・地方債等     －   －   －  

  社債     －   －   －  

  その他     －   －   －  

  (3)その他     －   －   －  

  合計     7,313   18,561   11,247  

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

    （百万円）       

(1)子会社及び関連会社株式   2,294        

(2)その他有価証券            

  非上場株式 3,226        
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（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

（注）１．オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約

のため、一括して記載しています。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記の対象から除いています。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記の対象から除いています。 

  

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

（注）１．オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約

のため、一括して記載しています。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記の対象から除いています。 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引 
     

  売建 2,849 2,899 △52 

  買建 33 33 △0 

スワップ取引 3,207 43 43 

オプション取引      

  売建・買建 11,616 △359 △359 

合計 17,706 2,617 △368 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引 
     

  売建 3,635 3,646 △12 

  買建 96 95 △0 

スワップ取引 2,269 109 109 

合計 6,001 3,851 96 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引      

  売建 2,000 2,016 △18 

  買建 37 37 0 

スワップ取引 2,762 92 92 

オプション取引       

  売建・買建 2,595 △82 △82 

合計 7,396 2,063 △8 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）、当中間連結会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）及び前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の事業は、「ガラス事業」と「その他」に区分できますが、全セグメン

トの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「ガラス事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しています。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、インドネシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 米国、英国 

 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1) 外部顧客に対する売上

高 
88,577 75,555 1,851 165,984 － 165,984 

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高 
47,266 4,827 96 52,191 (52,191) － 

計 135,844 80,383 1,948 218,176 (52,191) 165,984 

営業費用 94,724 79,664 1,903 176,292 (53,275) 123,017 

営業利益 41,120 718 44 41,883 1,084 42,967 
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当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 米国 

３．会計方針の変更 …………「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関

する事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方

法について変更しています。この変更により、従来と同様の方法によった場合

と比較して、「日本」のセグメントにおいて営業費用が199百万円増加し、営

業利益が同額減少しています。 

４．追加情報 ……………… 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関

する事項（追加情報）」に記載のとおり、有形固定資産の残存簿価の処理方法

について変更しています。この変更により、従来と同様の方法によった場合と

比較して、「日本」のセグメントにおいて営業費用が251百万円増加し、営業

利益が同額減少しています。 

  

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、インドネシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 米国、英国 

３．追加情報 ………………… 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関す

る事項」に記載のとおり、情報・通信関連部門における製造設備の一部につい

て耐用年数を短縮しました。この変更により、従来と同様の方法によった場合

と比較して、「日本」のセグメントにおいて減価償却費が4,004百万円増加し

ています。また、営業費用が1,838百万円増加し、営業利益が同額減少してい

ます。 

 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1) 外部顧客に対する売上

高 
78,039 91,941 1,489 171,470 － 171,470 

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高 
72,164 7,381 28 79,574 (79,574) － 

計 150,204 99,323 1,517 251,045 (79,574) 171,470 

営業費用 105,642 99,374 1,433 206,450 (78,665) 127,784 

営業利益又は営業損失(△) 44,562 △50 84 44,595 (909) 43,685 

 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
その他の地域 
（百万円） 

計 
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1) 外部顧客に対する売上

高 
174,278 158,768 3,363 336,410 － 336,410 

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高 
99,397 11,896 187 111,482 (111,482) － 

計 273,676 170,664 3,551 447,892 (111,482) 336,410 

営業費用 194,901 167,561 3,530 365,993 (114,168) 251,825 

営業利益 78,775 3,103 20 81,899 2,686 84,585 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、インドネシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 米国、英国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア ………………… マレーシア、インドネシア、中国、韓国、台湾 

(2)その他の地域 ………… 米国、英国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 90,218 10,827 101,045 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     165,984 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
54.4 6.5 60.9 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 105,703 9,421 115,124 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     171,470 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
61.6 5.5 67.1 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 187,211 20,901 208,113 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     336,410 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
55.7 6.2 61.9 

2007/12/18 12:08:30日本電気硝子株式会社/半期報告書/2007-09-30



（１株当たり情報） 

  当社は、平成19年４月１日付をもって普通株式１株につき１．５株の割合で株式分割を実施しました。 

 なお、当該株式分割が前連結会計年度期首に行われたと仮定した場合の１株あたり情報はそれぞれ以下のとお

りです。 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

３．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

１株当たり純資産額 782円17銭 614円98銭 852円83銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
66円87銭 44円29銭 126円55銭 

 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

１株当たり純資産額 521円44銭 568円55銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
44円58銭 84円37銭 

 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

純資産の部の合計額 

（百万円） 
253,998 298,430 276,555 

純資産の部の合計額から控

除する金額（百万円） 
4,556 4,323 4,605 

（うち少数株主持分 

（百万円）） 
(4,556) (4,323) (4,605) 

普通株式に係る中間期末

（期末）の純資産額 

（百万円） 

249,441 294,106 271,950 

１株当たり純資産額の算定

に用いられた中間期末（期

末）の普通株式の数（株） 

318,911,092 478,239,693 318,880,204 

 
前中間連結会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
21,325 21,181 40,358 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － 0 

普通株式に係る中間（当

期）純利益(百万円) 
21,325 21,181 40,358 

期中平均株式数（株） 318,927,259 478,268,479 318,911,508 
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（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

 当社は平成18年10月25日開催の取

締役会において、台湾でのＬＣＤ市

場の拡大が続いているため、大型サ

イズのＬＣＤ用基板ガラスの供給体

制の拡充を目的として、以下のとお

り台湾電気硝子股份有限公司におい

て設備投資を行うことを決議しまし

た。 

１．設備の内容 

ＬＣＤ用基板ガラス加工設備 

２．設備導入時期 

平成19年５月稼働開始予定 

３．投資予定額 

約39億円 

４．効果 

当該設備の完成により、当社グ

ループのＦＰＤ用基板ガラスの

生産能力は約２％増加する見込

みです。  

─────────  平成19年３月５日開催の当社取締役

会決議に基づき、次のように株式分割

による新株式を発行しています。 

 平成19年４月１日付をもって普通株

式１株につき１．５株に分割します。 

（１）分割により増加する株式数 

普通株式 159,772,078株 

（２）分割方法 

平成19年３月31日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主の所有株式数

を、１株につき１．５株の割合

をもって分割します。 

 当該株式の分割が前連結会計年度期

首に行われたと仮定した場合の前連結

会計年度における１株当たり情報及び

当連結会計年度期首に行われたと仮定

した場合の当連結会計年度における１

株当たり情報は、それぞれ以下のとお

りです。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額    482円58銭 

１株当たり当期純利益金額 ６円47銭 

当連結会計年度 

１株当たり純資産額       568円55銭 

１株当たり当期純利益金額  84円37銭 

───────── ─────────  平成19年４月26日開催の当社取締役

会において、ＦＰＤ用ガラス分野にお

ける需要拡大に対応するため、当社滋

賀高月事業場における同基板ガラス製

造設備増設計画を以下のとおり決議し

ました。 

１．設備の内容 

  

  

ＦＰＤ用基板ガラ

ス溶解炉及び成形

設備 

 ２．設備導入時期 

  

平成19年末稼働開

始予定 

 ３．投資予定額 約350億円 

 ４．効果 

  

  

  

  

当該設備の完成に

より、ＦＰＤ用基

板ガラスの生産能

力が約10％増加す

る見込みです。 
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２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   51,910     55,885     54,130    

２．受取手形   4,187     4,050     3,466    

３．売掛金   75,282     78,869     69,143    

４．たな卸資産   29,061     29,823     30,815    

５．その他 ※５ 11,201     13,339     15,525    

６．貸倒引当金   △101     △99     △88    

流動資産合計     171,542 38.9   181,869 38.3   172,993 38.2 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1) 建物   24,145     25,732     26,537    

(2) 機械及び装置 ※２ 142,437     155,630     158,283    

(3) 建設仮勘定   22,936     34,846     14,585    

(4) その他 ※２ 14,406     14,400     14,524    

小計     203,925     230,609     213,932  

２．無形固定資産     236     209     207  

３．投資その他の資
産 

                   

(1) 投資有価証
券・出資金   55,566     47,892     56,909    

(2) その他   9,547     14,623     9,020    

(3) 貸倒引当金   △180     △186     △180    

小計     64,933     62,330     65,750  

固定資産合計     269,095 61.1   293,150 61.7   279,890 61.8 

資産合計     440,637 100   475,019 100   452,884 100 
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前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   46,409     49,559     46,633    

２．短期借入金   65,756     65,756     65,756    

３．一年以内に返済予
定の長期借入金   5,829     3,058     4,078    

４．一年以内に償還予
定の社債 

  －     20,000     20,000    

５．未払金   44,581     24,991     25,290    

６．未払費用   7,004     6,783     6,874    

７．その他の引当金   50     331     609    

８．その他   3,630     18,585     21,042    

流動負債合計     173,262 39.3   189,066 39.8   190,285 42.0 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   40,000     20,000     20,000    

２．長期借入金   5,152     2,094     3,107    

３．特別修繕引当金   12,958     18,062     14,869    

４．その他の引当金   1,450     407     411    

５．その他   4,568     2,247     4,318    

固定負債合計     64,130 14.6   42,810 9.0   42,707 9.4 

負債合計     237,392 53.9   231,876 48.8   232,993 51.4 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     18,385 4.2   18,385 3.9   18,385 4.1 

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   20,115     20,115     20,115    

(2）その他資本剰余
金   9     23     14    

資本剰余金合計     20,125 4.6   20,138 4.2   20,129 4.4 

３．利益剰余金                    

(1）利益準備金   2,988     2,988     2,988    

(2）その他利益剰余
金                    

別途積立金   125,770     155,770     125,770    

繰越利益剰余
金   30,594     40,422     46,453    

利益剰余金合計     159,352 36.1   199,180 41.9   175,211 38.7 

４．自己株式     △717 △0.2   △981 △0.2   △805 △0.2 

株主資本合計     197,146 44.7   236,723 49.8   212,921 47.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評
価差額金     6,099 1.4   6,419 1.4   6,969 1.6 

評価・換算差額等合
計 

    6,099 1.4   6,419 1.4   6,969 1.6 

純資産合計     203,245 46.1   243,142 51.2   219,891 48.6 

負債純資産合計     440,637 100   475,019 100   452,884 100 
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②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前事業年度の要約損益計算書 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     132,876 100   147,289 100   267,398 100 

Ⅱ 売上原価     84,928 63.9   96,304 65.4   174,300 65.2 

売上総利益     47,947 36.1   50,984 34.6   93,098 34.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     8,411 6.3   8,357 5.7   18,118 6.8 

営業利益     39,536 29.8   42,626 28.9   74,979 28.0 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息及び受取
配当金   2,280     2,511     3,909    

２．その他 ※１ 1,469     1,655     3,149    

営業外収益合計     3,749 2.8   4,166 2.8   7,059 2.6 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   461     589     996    

２．その他 ※２ 2,774     2,007     4,772    

営業外費用合計     3,235 2.4   2,596 1.7   5,768 2.1 

経常利益     40,049 30.2   44,196 30.0   76,270 28.5 

Ⅵ 特別利益     461 0.3   2,433 1.7   473 0.2 

Ⅶ 特別損失     1,310 1.0   3,688 2.5   6,516 2.4 

税引前中間（当
期）純利益     39,200 29.5   42,941 29.2   70,226 26.3 

法人税、住民税及
び事業税 

  910     14,969     14,898    

過年度法人税等   △1,443     －     △1,443    

法人税等調整額   15,236 14,702 11.1 2,090 17,059 11.6 14,821 28,275 10.6 

中間（当期）純利
益 

    24,497 18.4   25,882 17.6   41,950 15.7 
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③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

項目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資本
合計 資本準備

金 

その他
資本剰
余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

18,385 20,115 8 20,123 2,988 119,770 13,790 136,548 △647 174,411 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当 （注） － － － － － － △1,594 △1,594 － △1,594 

取締役賞与 （注） － － － － － － △99 △99 － △99 

別途積立金の積立（注） － － － － － 6,000 △6,000 － － － 

中間純利益 － － － － － － 24,497 24,497 － 24,497 

自己株式の取得 － － － － － － － － △71 △71 

自己株式の処分 － － 1 1 － － － － 1 2 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額 
合計     （百万円） 

－ － 1 1 － 6,000 16,803 22,803 △70 22,735 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

18,385 20,115 9 20,125 2,988 125,770 30,594 159,352 △717 197,146 

項目 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,098 7,098 181,509 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当 （注） － － △1,594 

取締役賞与 （注） － － △99 

別途積立金の積立（注） － － － 

中間純利益 － － 24,497 

自己株式の取得 － － △71 

自己株式の処分 － － 2 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

△999 △999 △999 

中間会計期間中の変動額 
合計     （百万円） 

△999 △999 21,736 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

6,099 6,099 203,245 
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当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで） 

  

項目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資本
合計 資本準備

金 

その他
資本剰
余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

18,385 20,115 14 20,129 2,988 125,770 46,453 175,211 △805 212,921 

中間会計期間中の変動額                    

剰余金の配当 － － － － － － △1,913 △1,913 － △1,913 

別途積立金の積立 － － － － － 30,000 △30,000 － － － 

中間純利益 － － － － － － 25,882 25,882 － 25,882 

自己株式の取得 － － － － － － － － △184 △184 

自己株式の処分 － － 9 9 － － － － 8 17 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額 
合計     （百万円） 

－ － 9 9 － 30,000 △6,030 23,969 △176 23,802 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

18,385 20,115 23 20,138 2,988 155,770 40,422 199,180 △981 236,723 

項目 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,969 6,969 219,891 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当 － － △1,913 

別途積立金の積立 － － － 

中間純利益 － － 25,882 

自己株式の取得 － － △184 

自己株式の処分 － － 17 

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

△550 △550 △550 

中間会計期間中の変動額 
合計     （百万
円） 

△550 △550 23,251 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

6,419 6,419 243,142 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

項目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株
式 

株主資本
合計 資本準備

金 

その他
資本剰
余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

18,385 20,115 8 20,123 2,988 119,770 13,790 136,548 △647 174,411 

事業年度中の変動額                    

剰余金の配当 （注） － － － － － － △1,594 △1,594 － △1,594 

剰余金の配当 － － － － － － △1,594 △1,594 － △1,594 

取締役賞与 （注） － － － － － － △99 △99 － △99 

別途積立金の積立（注） － － － － － 6,000 △6,000 － － － 

当期純利益 － － － － － － 41,950 41,950 － 41,950 

自己株式の取得 － － － － － － － － △162 △162 

自己株式の処分 － － 6 6 － － － － 4 10 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
       （百万円） 

－ － 6 6 － 6,000 32,662 38,662 △158 38,510 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

18,385 20,115 14 20,129 2,988 125,770 46,453 175,211 △805 212,921 

項目 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

7,098 7,098 181,509 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当 （注） － － △1,594 

剰余金の配当 － － △1,594 

取締役賞与 （注） － － △99 

別途積立金の積立（注） － － － 

当期純利益 － － 41,950 

自己株式の取得 － － △162 

自己株式の処分 － － 10 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

△128 △128 △128 

事業年度中の変動額合計 
       （百万円） 

△128 △128 38,382 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,969 6,969 219,891 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2)デリバティブ 

同左 

  (3)たな卸資産 

 製品については移動平均法に

よる低価法を、仕掛品について

は先入先出法による原価法を、

その他のたな卸資産については

移動平均法による原価法をそれ

ぞれ採用しています。 

(3)たな卸資産 

同左 

(3)たな卸資産 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しています。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりです。 

 機械及び装置 ９～14年 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しています。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりです。 

 機械及び装置 ９～13年 

(1)有形固定資産 

 定率法を採用しています。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりです。 

 機械及び装置 ９～13年 

     （会計方針の変更） 

 平成19年度の法人税法改正に

伴い、当中間会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しています。 

 この変更により、従来と同様

の方法によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益がそれぞれ192

百万円減少しています。 

 （追加情報） 

 平成19年度の法人税法改正に

伴い、当中間会計期間より、平

成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産について、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間で均等

償却し、減価償却費に含めて計

上しています。 

 この変更により、従来と同様

の方法によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益がそれぞれ238

百万円減少しています。 

 （追加情報） 

 情報・通信関連部門における

製造設備の一部について、耐用

年数の見直しを行い、当事業年

度から耐用年数を短縮しまし

た。これは当社製品を使用した

最終製品の市場での競争が激化

し、当社の製造設備について経

済的耐用年数が実質的に短くな

っていると認められたことによ

るものです。また、同製造設備

について、過年度分の臨時償却

を行いました。 

 これらの変更により、従来と

同様の方法によった場合と比較

して、減価償却費が4,032百万

円増加し、営業利益及び経常利

益は1,851百万円、税引前当期

純利益は3,651百万円それぞれ

減少しています。 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しています。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しています。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  ───── ───── (2)投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損失

に備えるため、純資産価額等を

勘案して必要と認められる額を

計上しています。 

  (2)製品補償損失引当金 

 当社製品の一部について発生

した今後必要と見込まれる補償

費用の支出に備えるため、対象

製品の出荷数に基づき算定した

発生予測金額を計上していま

す。 

(2)製品補償損失引当金 

同左 

(3)製品補償損失引当金 

同左 

  (3)役員賞与引当金 

 取締役賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間に負担すべき金額を計上

しています。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しています。この

変更による中間財務諸表に与え

る影響は軽微です。 

(3)役員賞与引当金 

 取締役賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間に負担すべき金額を計上

しています。 

(4)役員賞与引当金 

 取締役賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ています。 

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しています。この変

更による財務諸表に与える影響

は軽微です。 

  (4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務の金額を計上して

います。 

 なお、対象となる従業員が少

なく、退職給付の重要性が乏し

いため、退職給付債務の金額

は、簡便法（当中間会計期間末

自己都合要支給額）によってい

ます。 

(4)退職給付引当金 

同左 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の金額を計上していま

す。 

 なお、対象となる従業員が少

なく、退職給付の重要性が乏し

いため、退職給付債務の金額

は、簡便法（当事業年度末自己

都合要支給額）によっていま

す。 

  (5)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当中間

会計期間末要支給額を計上して

います。 

ただし、平成16年６月に役員

退職慰労金制度を廃止したた

め、平成16年７月以降について

は追加計上しておりません。 

(5)役員退職慰労引当金 

同左 

(6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当事業

年度末要支給額を計上していま

す。 

ただし、平成16年６月に役員

退職慰労金制度を廃止したた

め、平成16年７月以降について

は追加計上しておりません。 

  (6)特別修繕引当金 

 ガラス溶解炉の定期的な大規

模修繕に備えるため、次回修繕

に要する見積修繕金額を次回修

繕までの期間を基準として配分

しています。 

(6)特別修繕引当金 

同左 

(7)特別修繕引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間期

末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しています。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ています。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しています。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は203,245百万円です。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しています。 

──────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用していま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は219,891百万円です。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しています。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

（中間貸借対照表）  ──────── 

「建設仮勘定」について 

前中間会計期間において、有形固定資産の「その他」

に含めて表示していた「建設仮勘定」は資産の総額の100

分の５を超えたため、当中間会計期間において区分掲記

しています。なお、前中間会計期間における「建設仮勘

定」の金額は8,399百万円です。 

 

「更生債権」について 

前中間会計期間において、区分掲記していた「更生債

権」は、資産の総額の100分の５以下となったため、当中

間会計期間より投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しています。なお、当中間会計期間の「更生債権」

の金額は178百万円です。 

 

「未払法人税等」について 

前中間会計期間において、区分掲記していた「未払法

人税等」は、資産の総額の100分の５以下のため、当中間

会計期間より流動負債の「その他」に含めて表示してい

ます。なお、当中間会計期間の「未払法人税等」の金額

は800百万円です。 

 

「退職給付引当金」及び「役員退職慰労引当金」につい

て 

前中間会計期間において、区分掲記していた「退職給

付引当金」及び「役員退職慰労引当金」は、金額的重要

性が乏しくなったため、当中間会計期間より固定負債の

「その他の引当金」に含めて表示しています。なお、当

中間会計期間における「退職給付引当金」及び「役員退

職慰労引当金」はそれぞれ、109百万円、312百万円で

す。 

 

（中間損益計算書）  ──────── 

「受取利息」及び「受取配当金」について 

前中間会計期間において、区分掲記していた「受取利

息」は金額的重要性が乏しいため、当中間会計期間より

「受取配当金」と合算し、「受取利息及び受取配当金」

として表示しています。なお、当中間会計期間における

「受取利息」及び「受取配当金」はそれぞれ、58百万

円、2,221百万円です。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 201,968百万円 210,869百万円 209,012百万円 

※２．圧縮記帳  過年度に取得価額から直接控

除した国庫補助金等による圧縮

記帳額は、有形固定資産の「そ

の他」（土地）842百万円並び

に機械及び装置34百万円です。 

同左 同左 

３．偶発債務 

(1)保証債務 
     

当社従業員 1,657百万円 1,451百万円 1,513百万円 

（従業員の住宅建設資金等借入

金に対する保証） 
     

エスジーエスエンジニアリン

グ㈱ 

（売掛債権一括信託に係る債務

に対する保証） 

2,583百万円 1,341百万円 1,621百万円 

㈱電気硝子物流サービス 

（売掛債権一括信託に係る債務

に対する保証） 

1,811百万円 1,987百万円      1,668百万円 

電気硝子運輸サービス㈱ 

（売掛債権一括信託に係る債務

に対する保証） 

2,179百万円 2,750百万円   2,785百万円 

ニッポン・エレクトリック・

グラス・マレーシアSdn.Bhd. 

（銀行借入金に対する保証） 

－ 5,400百万円      － 

福建電気硝子有限公司 

（銀行借入金に対する保証） 

－ 921百万円 915百万円 

(2)その他の偶発債務  当中間会計期間において、当

社はニッポン・エレクトリッ

ク・グラス・UK Limitedの法的

清算にあたり、清算人等に対し

次の事項について補償を行うこ

との保証状を差し入れていま

す。 

（１）清算人等が清算に関連し

て負う責任、費用等 

（２）清算人の報酬 

 なお、補償の総額は、保証状

差し入れ後当社が同社から受け

取る金額及びこれに対する利息

を超えません。 

 当社は、ニッポン・エレクト

リック・グラス・UK Limitedの

法的清算にあたり、清算人等に

対し次の事項について補償を行

うことの保証状を差し入れてい

ます。 

（１）清算人等が清算に関連し

て負う責任、費用等 

（２）清算人の報酬 

 なお、補償の総額は、保証状

差し入れ後当社が同社から受け

取る金額及びこれに対する利息

を超えません。 

同左 

４．受取手形割引高 56百万円   100百万円    86百万円 

※５．消費税等について  仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて記載してい

ます。 

同左 ────── 

項目 
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

※１．営業外収益の「その他」のう

ち主要なもの 

受取技術援助料 960百万円 受取技術援助料 824百万円 受取技術援助料 1,836百万円

   

※２．営業外費用の「その他」のう

ち主要なもの 

固定資産除却損 713百万円 固定資産除却損    589百万円 仕損品損失 1,119百万円

固定資産除却損 1,070百万円

３．減価償却実施額      

有形固定資産 

無形固定資産 

  10,106百万円

  17百万円

  12,432百万円

  13百万円

  27,105百万円

  36百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加27,731株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,128株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。 

当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加421,943株のうち、331,976株は平成19年４月１日付の株式分割（普

通株式１株を１．５株に分割）による増加であり、89,967株は単元未満株式の買取りによる増加です。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少9,354株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。 

前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加61,673株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少4,182株は、単元未満株式の売渡しによる減少です。 

 
前事業年度末株式
数 

（株） 

当中間会計期間増
加株式数 

（株） 

当中間会計期間減
少株式数 

（株） 

当中間会計期間末
株式数 

（株） 

普通株式（注１，２） 606,461 27,731 1,128 633,064 

合計 606,461 27,731 1,128 633,064 

 
前事業年度末株式
数 

（株） 

当中間会計期間増
加株式数 

（株） 

当中間会計期間減
少株式数 

（株） 

当中間会計期間末
株式数 

（株） 

普通株式（注１，２） 663,952 421,943 9,354 1,076,541 

合計 663,952 421,943 9,354 1,076,541 

 
前事業年度末株式
数 

（株） 

当事業年度増加株
式数 

（株） 

当事業年度減少株
式数 

（株） 

当事業年度末株式
数 

（株） 

普通株式（注１，２） 606,461 61,673 4,182 663,952 

合計 606,461 61,673 4,182 663,952 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（平成18年４月１日から 

平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 

平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
有形固定資産

の「その他」 
  合計 

  百万円   百万円 

取得価額

相当額 
509   509 

減価償却

累計額相

当額 

281   281 

中間期末

残高相当

額 

227   227 

 
有形固定資産

の「その他」 
  合計 

  百万円   百万円 

取得価額

相当額 
301   301 

減価償却

累計額相

当額 

124   124 

中間期末

残高相当

額 

176   176 

 
有形固定資産

の「その他」 
  合計 

  百万円   百万円 

取得価額

相当額 
537   537 

減価償却

累計額相

当額 

330   330 

期末残高

相当額 
206   206 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 107百万円 

１年超 124百万円 

合計 231百万円 

１年内 61百万円 

１年超 116百万円 

合計 178百万円 

１年内 87百万円 

１年超 122百万円 

合計 209百万円 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 55百万円 

減価償却費相当額 52百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 60百万円 

減価償却費相当額 58百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 114百万円 

減価償却費相当額 109百万円 

支払利息相当額 4百万円 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっています。 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

います。 

・利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在）、当中間会計期間末（平成19年９月30日現在）及び前事業年度末

（平成19年３月31日現在）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

  当社は、平成19年４月１日付をもって普通株式１株につき１．５株の割合で株式分割を実施しました。 

 なお、当該株式分割が前事業年度期首に行われたと仮定した場合の１株あたり情報はそれぞれ以下のとおりで

す。 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

３．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

項目 
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

１株当たり純資産額 637円31銭    508円41銭 689円57銭 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
76円81銭 54円12銭 131円54銭 

項目 
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

１株当たり純資産額 424円87銭 459円72銭 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
51円21銭 87円70銭 

 
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

純資産の部の合計額 

（百万円） 
203,245 243,142 219,891 

純資産の部の合計額から控

除する金額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末

（期末）の純資産額 

(百万円) 

203,245 243,142 219,891 

１株当たり純資産額の算定

に用いられた中間期末（期

末）の普通株式の数（株） 

318,911,092 478,239,693 318,880,204 

 
前中間会計期間 

（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
24,497 25,882 41,950 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当

期）純利益（百万円） 
24,497 25,882 41,950 

期中平均株式数（株） 318,927,259 478,268,479 318,911,508 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（平成18年４月１日から 
平成18年９月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年４月１日から 
平成19年３月31日まで） 

 当社は平成18年10月25日開催の取

締役会において、台湾でのＬＣＤ市

場の拡大が続いているため、大型サ

イズのＬＣＤ用基板ガラスの供給体

制の拡充を目的として、以下のとお

り台湾電気硝子股份有限公司におい

て設備投資を行うことを決議しまし

た。 

１．設備の内容 

ＬＣＤ用基板ガラス加工設備 

２．設備導入時期 

平成19年５月稼働開始予定 

３．投資予定額 

約39億円 

４．効果 

当該設備の完成により、当社グ

ループのＦＰＤ用基板ガラスの

生産能力は約２％増加する見込

みです。 

─────────  平成19年３月５日開催の当社取締役

会決議に基づき、次のように株式分割

による新株式を発行しています。 

 平成19年４月１日付をもって普通株

式１株につき１．５株に分割します。 

（１)分割により増加する株式数 

   普通株式   159,772,078株 

（２)分割方法 

     平成19年３月31日最終の株主名 

     簿及び実質株主名簿に記載又は 

     記録された株主の所有株式数 

     を、１株につき１．５株の割合 

     をもって分割します。 

 当該株式の分割が前事業年度期首に

行われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報及び当事業年

度期首に行われたと仮定した場合の当

事業年度における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりです。 

前事業年度 

１株当たり純資産額    379円20銭 

１株当たり当期純利益金額  21円94銭 

当事業年度 

１株当たり純資産額    459円72銭 

１株当たり当期純利益金額 87円70銭 

───────── ─────────  平成19年４月26日開催の当社取締役

会において、ＦＰＤ用ガラス分野にお

ける需要拡大に対応するため、当社滋

賀高月事業場における同基板ガラス製

造設備増設計画を以下のとおり決議し

ました。 

１．設備の内容 

  

  

ＦＰＤ用基板ガラ

ス溶解炉及び成形

設備 

 ２．設備導入時期 

  

平成19年末稼働開

始予定 

 ３．投資予定額 約350億円 

 ４．効果 

  

  

  

  

当該設備の完成に

より、ＦＰＤ用基

板ガラスの生産能

力が約10％増加す

る見込みです。 
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(2）【その他】 

中間配当 

 平成19年10月24日開催の取締役会において、第89期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の中間

配当について次のとおり決議しました。 

 （注） 当社定款第38条の規定に基づき平成19年９月30日の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む）に記載又は記録さ

れた株主（実質株主を含む）又は登録株式質権者に対し中間配当金を支払います。 

なお、中間配当金の総額は1,912百万円です。 

１株当たりの中間配当額 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 

４円00銭 平成19年11月30日 

2007/12/18 12:08:30日本電気硝子株式会社/半期報告書/2007-09-30



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の特定子会社の

異動）の規定に基づく臨時報告書です。 

(1）臨時報告書 平成19年４月24日関東財務局長に提出。 

(2）訂正発行登録書（普通社債） 平成19年４月24日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類  

 事業年度（第88期）（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 平成19年６月29日関東財務局長に提出。 

(4）訂正発行登録書（普通社債） 平成19年６月29日関東財務局長に提出。 

(5）半期報告書の訂正報告書  

 （平成18年12月21日提出の半期報告書に係る訂正報告書） 平成19年12月14日関東財務局長に提出。 

(6）訂正発行登録書（普通社債） 平成19年12月14日関東財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日

日本電気硝子株式会社    

 取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

     

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 園木 宏   印 

         

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 中尾 正孝  印 

         

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 上野 直樹  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日本電気硝子株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中

間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われてい

る。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結

財務諸表の作成基準に準拠して、日本電気硝子株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上
※上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

している。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月20日

日本電気硝子株式会社    

 取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

     

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 中尾 正孝  印 

         

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 宮林 利朗  印 

         

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 上野 直樹  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日本電気硝子株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会

計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸

表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中

間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われてい

る。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結

財務諸表の作成基準に準拠して、日本電気硝子株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上

※上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

している。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日

日本電気硝子株式会社    

 取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

     

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 園木 宏   印 

         

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 中尾 正孝  印 

         

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 上野 直樹  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている日本電気硝子株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第88期事業年度の

中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、日本電気硝子株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上
※上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

している。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月20日

日本電気硝子株式会社    

 取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

     

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 中尾 正孝  印 

         

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 宮林 利朗  印 

         

 
指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士 上野 直樹  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日本電気硝子株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第89期

事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すな

わち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は

分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、日本電気硝子株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。 

以 上
※上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管

している。 
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